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第四次住宅整備方針 

概要版 
[令和３～12 年度] 

「みんなで支え 次世代へつなぐ 安全で安心な 

暮らし・住まい・まちづくり 世田谷」 

                    を目指して 
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第１章 方針の目的と位置づけ 
 

１ 背景と目的 
 区における住まいを取り巻く状況は、平成23(2011)年に「世田谷区第三次住宅整備方針」が策定

以降、少子高齢化の進行や新たなライフスタイルの台頭、デジタル化の波、持続可能な社会に向け

た動き、新型コロナウイルス感染症の影響など、社会動向の変化が著しくなっています。本方針は、

今後10年間にわたり、世田谷区の住宅・住環境・暮らしに関する総合的な住宅政策を推進するため

の基本方針として策定したものです。 
 

２ 位置づけ 
 本方針は、世田谷区基本構想・基本計画を上位計画とし、世田谷区都市整備方針における分野別

方針として住宅政策領域（住宅・住環境・暮らし）に関する基本方針です。住宅政策の行政関連分

野は生活環境や都市づくり、保健・福祉部門など広範囲にわたっており、これらの関連する計画と

の整合を図り、住宅政策を展開する上での総合指針としての役割を担っています。また、住生活基

本法に基づく東京都住宅マスタープランを広域計画とする世田谷区住宅マスタープランの性格を有

しています。 
 

３ 本方針の期間 
 本方針の期間は、概ね10か年（令和３(2021)年度から令和12(2030)年度まで）とします。 

 

４ 住宅政策を取り巻く社会動向 
   

   
   

   
  

   
      
 

   
   

   
  

    

• “人生 100 年時代”を見据えた、安心して暮らし続けられる住環境整備の必要性の高まり 

• 平均寿命の延伸や単身世帯の増加に伴う、高齢者世帯の社会的孤立増加の懸念 

• “多死社会”の到達による、空き家や住宅の相続問題の顕在化 

• 子育て環境を重要視した「育住近接」や「職育住近接」の新たなライフスタイルが注目 

• シェアリング・エコノミーの注目に伴う、住宅を所有・賃貸する以外の可能性の高まり 

• 5G 等の情報通信インフラ整備、AI・IoT等の活用など産業の変化に住宅分野でも対応が必要 

• 「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会システムを構築する「国土強靭化」の取組み 

• SDGs の目標とする社会実現のための、様々な主体による連携・協力の必要性 

• 地域包括ケアシステムを推進による、地域の実情に合った地域間で助け合う体制づくり 

• 民間や住民を中心としたまちづくりへの移行と、行政、事業者、NPO等との連携・協働の推進 

• 感染症防止対策と社会活動のバランスを保ち、感染症を抑えながら活動する地域社会の構築 

• 感染拡大に伴う社会動向の変化と暮らし・住まい・まちづくりへの影響への対応 

①高齢化に関わる動向 

②ライフスタイルの多様化、働き方の変化 

 

③新技術の活用 

 

 

 ④持続可能性 

 

 

 
⑤地域共生に関わる動向 

⑥新型コロナウイルス感染症における感染拡大による影響 
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第２章 住まい・住環境の現状と課題 
 

１ 住まい・住環境の現状 
  
①年齢 3階層別将来人口推計 

 

高齢化が進むものの、年少・生産年齢人口も令和 14(2032)年までは増加する推計 

 
 

図 年齢 3階層別将来人口推計 
 

資料：世田谷区将来人口推計（平成 29（2017）年７月） 
 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う生活様式の変化等から、 

世田谷区将来人口の推計も今後変動する可能性があります。 
 

 

 
②高齢者世帯の状況 

 
高齢者のいる世帯、高齢者のみの世帯が共に増加 

 
図 高齢者世帯の状況 

 
資料：国勢調査 
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③障害者数の推移 
 

障害者は障害の種別に関わらず増加傾向 

 

図 障害者数の推移 
 

資料：世田谷区保健福祉総合事業概要 平成 30（2018）年度版 
 

 

 

 
④世帯人員別世帯数 

 
単身世帯が全体の約半数を占める 

 

図 世帯人員別世帯数 
 

資料：国勢調査 
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⑤住宅総数と空き家率の推移 
 

住宅総数は増加傾向にあり、空き家率は直近５年間で減少 

 
図 住宅総数と空き家率の推移 

 
資料：住宅・土地統計調査 

 

 
 

⑥持ち家のマンションなど共同住宅に居住している世帯の家計主の年齢 
 

分譲マンション等に居住している世帯の家計主の約４割が 65歳以上と高齢化が進行 

 

図 持ち家の共同住宅に居住している世帯の家計主の年齢 
 
資料：住宅・土地統計調査（平成 30（2018）年）  
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２ 住まい・住環境の課題 
「（１）居住者（２）住宅ストック（３）まちづくり」の３つの観点において、15 の論点で主な課

題の整理を行います。 
 

（１） 居住者からの観点 

 

（２） 住宅ストックからの観点 

 
 

（３） まちづくりからの観点 

 

•ひとり親世帯等への支援、子育てしやすい生活環境や住環境の維持・向
上などの施策の推進

①若年世帯・
子育て世帯

•住宅のバリアフリー化や生活支援、円滑に住替えができるような居住支
援の推進

②高齢者

•障害者が安心して暮らせる、住宅のバリアフリー化や医療・福祉サービ
スと連携した生活支援

•心身の状態に適した住宅への住替えや入居支援

③障害者

•セーフティネット住宅をはじめとした、住宅確保要配慮者が居住しやす
い民間賃貸住宅の供給

•居住支援協議会を中心にした、居住支援法人等との連携による居住支援
及び生活支援

④住宅確保
要配慮者

•既存住宅の適切な保全・長寿命化や建替え、再編等

•都営住宅の移管受入れについての検討や建替えが必要な場合は住宅戸
数の増加や施設等との一体整備の検討

•居住者に対する自治会への支援や見守りの充実などの検討

⑤公的住宅

•ライフステージの変化など様々なニーズに対応する支援
⑥多様化する
居住ニーズ

•住宅の耐震化や居住面積の確保、バリアフリー化や省エネルギー化など
の住宅の質の向上

①住宅の質

•住まいの建替えやリフォームに向けた相談体制の充実、住宅性能表示制
度の活用促進等

②住宅ストック
活用

•住宅地の建築敷地の細分化防止、特定生産緑地の指定の推進③住宅市場

•所有者への適切な管理の啓発、流通や利活用の情報発信、管理不全とな
った空き家に対する対策

•地域資源としての空き家等の有効活用

④空き家

•耐震化支援制度を活用した安全性の確保

•管理組合自らの経営力向上、マンション管理の担い手の確保
⑤マンション

•住民自らが災害へ備える意識を持つよう啓発、多様な主体との連携によ
る総合的な防災力の向上

①防災

•地域での防犯活動の支援や防犯意識の啓発、犯罪が起こりにくい環境づ
くり

②防犯

•みどりの保全や地域資源を活かした良好な街並み・景観の形成

•地域の住民や事業者、団体等による一体的な地域課題の解決

③住宅地の魅力
の維持・向上

•断熱改修等による住宅性能の向上、住宅内の事故防止、歩いて暮らせる
まちづくりの推進

④健康に暮ら
せる住環境
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基本方針１ 

多様な居住ニーズを 

支える暮らしづくり 

基本方針２ 

次世代に引き継ぐ 

質の高い住まいづくり 

基本方針３ 

安全・安心で愛着を 

育むまちづくり 

めまぐるしく変化する社会情勢のなかで、高齢者、

障害者、子育て世帯など住宅確保要配慮者をはじめと

して、誰もが、ライフスタイル・ライフステージに応じて、

支え合い、住み続けられる暮らしを実現します。 

質の高い多様な住宅に手を加えながら安全かつ快適

に住み続けられるようにするとともに、流通や活用を図

り、次世代に引き継ぐことができる住まいを実現します。 

 

第３章 基本理念・基本方針             
 

１ 基本理念 
「世田谷区第四次住宅整備方針」は、

区民の健康で文化的な住生活の維持向

上を目的とした世田谷区住宅条例に基

づき、10年間の基本理念を掲げます。 
 

区民主体の協働による取組みを目指した「みんなで支え」、激甚化する自然災害や新型ウイ

ルス感染症の拡大に伴いさらに求められる「安全・安心」、めまぐるしく変化する社会情勢の

なかで誰もがライフスタイルやライフステージに応じて住み続けられる「暮らし・住まい・ま

ち」をつくり、それらを「次世代へ継承・持続させる」ことを表した理念です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３ 基本方針  

「世田谷区第四次住宅整備方針」では、次の３つの基本方針を定めます。各基本方針は「暮らしづ

くり」「住まいづくり」「まちづくり」の視点で整理しており、相互に重なり合っています。 

 

 

 

 

 
 
 

 

  

２ 施策の視点 
基本理念を実現するため、次の３つの視点から、住宅

施策を推進していきます。 

主体性… 地域住民の発意と協働で実現する 

暮らし・住まい・まちづくり 

 

多様性… 多様な存在を認め合い、 

様々な地域連携で支える 

暮らし・住まい・まちづくり 

いつまでも安心して住み続けられる 

暮らし・住まい・まちづくり 

みんなで支え 

次世代へつなぐ 

安全で安心な 

暮らし・住まい・まちづくり 

世田谷 

主体性 

多様性 持続可能性 

 

みんなで支え次世代へつなぐ 
安全で安心な暮らし・住まい・まちづくり 

世田谷 
 
 

地域ごとに特色のある風景や自然環境、さらに、地域

コミュニティのつながりによる防災力や福祉力といった

まちの魅力が、住宅地として調和し、その長所が活かさ

れていくことで、地域への愛着を育み、住み続けたくな

るまちを実現します。 
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第４章 施策内容                    
 
基本理念の実現に向け、３つの基本方針に沿った取組みを進めます。 
 

基本方針１ 多様な居住ニーズを支える暮らしづくり  

（１）住宅確保要配慮者の居住支援の推進 

 

①住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居支援 
・居住支援協議会を中心とした住宅所管と福祉所管との連携強化 ★ 
・安否確認等サービスの提供 ★ 
・居住支援法人等が提供するサービスの利用促進 ★ 

②民間賃貸住宅の活用によるセーフティネット強化 
・住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供給促進 ★ 
・お部屋探しサポートによる居住支援 ★ 

③情報ネットワークづくり 
・住まいに関する情報ワンストップサービスの推進 
・多様な媒体による情報提供 

④居住と暮らしの継続支援 
・住宅確保要配慮者の居住支援と生活支援の一体化 ★ 
・住宅確保要配慮者の入居後の継続支援 ★ 
・住宅確保要配慮者の継続居住についての情報発信 ★ 
・生活継続の支援 
・地域包括ケアシステムの構築  

  

（２）高齢者が安心して暮らせるための支援 

 
①高齢者の多様な住替え先の確保 

・認知症高齢者グループホーム、都市型軽費老人ホーム等の整備 
・サービス付き高齢者向け住宅の整備誘導 
・高齢者が居住する住宅の改修支援 
・居住支援協議会を中心とした住宅所管と福祉所管との連携強化 
・公的住宅の建替え等に伴う改善・改修の要請 
・「せたがやの家（福祉型）」の事業検討 
・公平な住宅の供給 

②地域で高齢者を支える仕組みづくり 
・高齢者見守りの取組みの推進  
・区営住宅等の集会室・談話室を活用した入居者と地域との交流 ★ 
・安否確認等サービスの提供（再掲） 
・住宅確保要配慮者の継続居住についての情報発信（再掲） 
・入居者の見守り等の支援 ★ 

  

（３）障害者が安心して暮らせるための支援 

 
①障害者が暮らしやすい住宅・住環境の確保 

・障害者グループホームの整備促進 ★ 
・障害世帯への安定的な住まいの確保 
・障害者設備改善費の給付 

②支えあいと生活支援の仕組みづくり 
・地域生活の相談や支援の充実 
・地域生活への移行促進 ★ 

  

（４）子育て世帯が安心して暮らせるための支援 

 

①子育てしやすい住宅の確保 
・ひとり親世帯の居住の安定 ★ 

・子育てに適した住宅の普及促進 

・子育て世帯向けの良好な民間賃貸住宅の供給 

促進に向けた制度の見直し 

②子育てしやすい住環境の確保 
・保育施設整備の推進 

  

（５）公的住宅のセーフティネット機能強化 

 

①公的住宅におけるストックの整備 
・区営住宅等の供給  

・民間借上区営住宅の供給 

・都営住宅の移管受入れの検討 

・公的住宅の建替え等に伴う改善・改修の要請（再掲） 

・区営住宅等の維持保全 

・「せたがやの家（福祉型）」の事業検討（再掲） 

・公的住宅における余剰地の活用検討 ★ 

②公的住宅の適正な管理・運営 
・入居者の適正管理 ★ 

・公平な住宅の供給（再掲） 

・入居者募集に関する情報提供 

・区営住宅等の集会室・談話室を活用した入居者 

と地域との交流（再掲） 

・入居者の見守り等の支援（再掲） ★ 
  

（６）多様化する暮らしと住まい方への対応 

 

①多様な住まい方の実現に向けた取組みの検討 
・家族の近居や多世代同居に関する情報提供 ★ 

・シェアハウス等の研究・検討 

②居住と働き方に関する取組みの検討 
・新たな「働き方」に対応した居住に関する研究・検討 ★ 

・新たな居住サービスに関する研究 ★ 
 

凡例  ⑴：基本施策(大項目)の番号  

①：基本施策(中項目)の番号  

★：取組みのポイント     

：：関連する SDGs  



９ 

基本方針２ 次世代に引き継ぐ質の高い住まいづくり
 

（１） 住宅資産活用の推進 

 

①空き家等の活用に向けた取組みの支援 
・空き家等の地域貢献活用の推進 ★ 

・民泊事業者が留意すべき事項の徹底 ★ 

②空家等の適切な管理・改善の推進 
・空家等の発生抑制 ★ 

・所有者等への適切な管理等の情報発信 ★ 

・管理不全な空家等の対策 ★ 
 

（２） マンションの維持・再生支援 

 

①マンションの適正な管理への支援 
・マンション管理条例に基づく支援 ★ 

・マンションの適正な管理の促進 ★ 

・マンション管理適正化推進計画の策定検討 ★ 

・マンション交流会によるマンション自らの 

主体性の醸成 ★ 

②マンションの再生の支援 
・マンション建替え・改修アドバイザー制度の周知 

・マンション共用部分の改修支援 

・マンション建替えの支援 

 

 

 
 

（３） 環境に配慮した住まいの誘導 

 

①省エネルギー関連設備の導入・再生可能エネル
ギーの利用促進 
・環境配慮型住宅リノベーションの推進 ★ 

・再生可能エネルギーに関する製品や技術等の 

紹介・啓発 

・地産地消型再生可能エネルギー利用の促進 ★ 

②住宅の建設時における環境への配慮の促進 
・建設等における環境配慮の要請 

・低炭素建築物の認定制度の普及促進 

・住宅のライフサイクルを通じた環境負荷の低減 

③住宅の長寿命化・省エネルギー化の促進 
・長期優良住宅認定制度の普及促進 

・環境共生住宅の啓発促進 

・住宅の省エネルギー化の普及・啓発 

 

（４）住まいのユニバーサルデザインの推進 

 

①住まいのユニバーサルデザインの推進 
・住宅のユニバーサルデザインの推進 

・セミナー等による住宅のユニバーサルデザイン 

の普及 

・ユニバーサルデザインアドバイザーの派遣 

・建築物の手すり設置や段差解消等の支援 

 
 

（５）良質な住宅ストック形成の推進 

 

①良質で安心・安全な住宅の整備・形成 
・工務店向け学習会の実施 

・リフォーム・リノベーション等に関する相談体制 

の充実 

②住まいに関する相談体制の充実と専門家等と
の連携 
・区民の住まいに関する相談への対応 ★ 

・不動産店団体等による講演・相談会の支援 

・住まい・まちづくりにかかわる学習機会の検討 ★ 

③住宅の取得・買い替え・相続等のための情報提
供の推進 
・既存住宅流通を促進する制度の情報発信 ★ 

・住宅資産の相続、活用に関する情報の提供 ★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例  ⑴：基本施策(大項目)の番号  

①：基本施策(中項目)の番号  

★：取組みのポイント     

：関連する SDGs 



１０ 

基本方針３ 安全・安心で愛着を育むまちづくり
 

（１）災害に強いまちづくり 

 

①地域コミュニティによる防災対策 
・防災区民組織の設置促進 

・地区防災の意識啓発 

・マンションにおける防災力の向上 ★ 

・災害時に有効な小規模分散型電源の普及及び 

防災力の向上 ★ 

②地震に強いまちづくり 
・耐震診断、補強設計及び耐震改修の推進 

・マンションの管理状況届出制度を活用した 

耐震化支援 ★ 

・地震に備えた住宅設備の普及・啓発 

・地震に強い市街地整備 

③水害を防ぐまちづくり 
・洪水・内水氾濫ハザードマップの作成 ★ 

・雨水浸透施設・雨水タンク設置の促進 ★ 

・建築物等の浸水予防対策の促進 ★ 

・雨水の流出抑制及び地下水の涵養 

④震災復興まちづくりへの備え 
・復興街づくりの準備 ★ 

 

（２）みどりのまちづくり 

 

①みどり豊かなまちづくり 
・区民や事業者による緑化の推進  

・「みどりの計画書届出制度」及び緑化地域制度に 

よる緑化の促進 

・国分寺崖線の保全  

・都市農地の保全 ★ 

②豊かな水環境を生み出すまちづくり 
・雨水の流出抑制及び地下水の涵養（再掲） 

・グリーンインフラの促進 ★ 

・地下水・湧水の保全 

 

 

 

 

 

（３）地域特性に応じたまちづくり 

 

①良好な住環境維持・創出の誘導 
・住環境整備条例に基づく良好な住環境の維持 

・地区街づくりの推進  

・街づくり条例による建築構想の調整 

・高さと敷地規模に関する規制による住環境の 

保全 ★ 

②地域ごとの個性ある風景・環境づくり 
・区民街づくり協定による良好な住環境の保全・創出 

・風景づくりの推進 

③区民や NPO等の活動の支援 
・地区街づくり活動の支援 

・地域支えあい活動の支援 

④快適に安全・安心な移動ができるまちづくり 
・公共交通機関が利用困難な方の交通手段の確保 

・移動が困難な方の通院等の支援 

・公共交通のユニバーサルデザインの推進 

・無電柱化の推進 

⑤地域に開かれた住まいの普及 
・地域に開かれた住まいの普及 

 

（４）健康、防犯と安心のまちづくり 

 

①健康に暮らせる住環境の確保 
・健康で快適な住まい方の啓発 

・住宅内での健康な暮らしの推進 

・環境美化活動による快適なまちづくりの推進 

・歩いて暮らしやすいまちづくり 

・健康を維持・増進する施設・設備の整備 

・新しい生活様式に対応した住まいや暮らしの 

変化の注視 

②防犯性の高い住環境の確保 
・地域での防犯活動の支援及び防犯意識の啓発 

・「ながら見守り協定」による取組みの推進 ★ 

・防犯カメラ設置による犯罪防止 

・セミナー等による住まいの防犯意識の啓発 

・防犯性の高い住まいづくりの啓発 

 

凡例  ⑴：基本施策(大項目)の番号  

①：基本施策(中項目)の番号  

★：取組みのポイント     

：関連する SDGs 



１１ 

第５章 重点施策                  
 
特に重要な課題については、今後５年間で着手し、重点的に取り組むことが必要なため、３つの「重

点施策」として位置づけました。 
 
 
 

１ 居住支援の推進による安定的な住まいと暮らしの確保 

 
 
 
 
 
 

２ マンションの維持・再生と適正な管理 

 

 

 

●目的・概要 

住宅確保要配慮者が住み慣れた地域で安心

して住み続けられるよう、居住支援協議会を

中心として、入居円滑化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

住宅確保要配慮者からの相談に対し、不動産

関係団体、居住支援法人、社会福祉法人等と

ともに、居住支援協議会や「住まいサポート

センター」を中心に連携を図り、相談者への

住宅情報の提供や支援を行います。 

 

●目的・概要 

マンションの資産価値向上のため、マンション

交流会や関係所管課と連携し、マンション管理

組合自らの経営力と自治力の向上を図るととも

に、維持管理と再生の両面を支援します。 
 
 

 

 

 

 

 

 

国、都、関係団体、専門家団体等と連携し、

要支援マンションへの適切な支援を行うと

ともに、マンション交流会との協働による活

動の拡大や管理組合自らの経営力向上を目

指します。 

 

居住支援協議会 

住まいサポートセンター 

住宅確保要配慮者 

 

地域包括ケアシステムとの連携 

地域支えあい、地域資源・人材育成 

不動産関係団体 

家主等 

区 

 

相談・支援 

情報提供 

住宅部門と福祉部門の連携 

（施策・人・組織） 

 

居住支援法人 

社会福祉法人等 

 

 

 

 

区民・マンション管理組合 

要支援 

マンション 

 

国・都・関係団体・専門家 

アドバイザー派遣 …管理運営、大規模修繕 

耐震化支援 
建替え支援 等 

 

区 

管理状況

届出 

 

協
働 

 

 

 

 

 

拡大を 
目指す 

 

管理組合自らの

経営力向上 
マンション 

交流会 



１２ 

 
 

３ 住宅資産価値向上・活用と円滑な住宅流通の促進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●目的・概要 

住宅資産の価値向上と有効活用、円滑な

住宅流通と次世代へ継承を図るため、様々な

主体による持続的な取組みを推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

区民、区民等の団体・NPO、建築事業者等、

様々な主体による持続的な取組みの推進

を図るため、世田谷トラストまちづくり、

住まいサポートセンター、国、東京都等と

ともに、情報提供や普及啓発、活動支援等

を行います。 
 

区民 

建築事業者等 

区民等の団体・NPO 

不動産関係団体 

様々な主体による 
持続的な取組み 

円滑な住宅流通の促進 

環境に配慮した住宅 

 

家主等 

住宅の資産価値の向上 

情報提供 

普及啓発 

活動支援 

相談 

区 世田谷トラストまちづくり 
住まいサポートセンター 等 

国 
東京都 

連携 連携 

住宅資産の次世代継承 

空家等の発生抑制 
空き家等の地域貢献的な 

有効活用 
（空き家等地域貢献活用相談窓口） 

 

住まいに関する情報はこちらから 

 

世田谷区ホームページ「住まい」 

 

 

世田谷区第四次住宅整備方針 概要版  令和３(2021)年６月発行 

世田谷区 都市整備政策部 住宅管理課 

〒154-8504 世田谷区世田谷 4－21－27 

電話 03－5432－1111（内線 2498） 

FAX  03－5432－3040 

世田谷区広報印刷物登録番号 No.1959 


